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2021年４月28日 

株式会社名古屋証券取引所 

自主規制グループ 

新 規 上 場 会 社 概 要 

 

会 社 名  株 式 会 社 メ イ ホ ー ホ ー ル デ ィ ン グ ス  

（英訳名 Meiho Holdings,Inc.） 

 

代 表 者 の 役 職 氏 名  代表取締役社長 尾松 豪紀 

本 店 所 在 地  〒500-8326 岐阜県岐阜市吹上町６丁目21番 

℡ 058(255)1212 

（最寄りの連絡場所）  （同上） 

Ｕ Ｒ Ｌ  https://www.meihoholdings.co.jp/ 

設 立 年 月 日  2017年２月１日 

事 業 の 内 容  建設コンサルタント業、補償コンサルタント業、測量業、地質調査業、人材派遣

事業、警備業、建設業、介護事業等を営む子会社等の経営管理およびこれに附帯

する業務 

業種別分類・コード  サービス業・７３６９ （新証券コード(ISIN)  JP3920280009） 

株 式 の 総 数  （2021年４月28日現在） 

発行済株式総数  1,200,000株 

資 本 金  100,000千円 

 

上 場 有 価 証 券  （上場予定日  2021年６月２日） 

銘   柄 種 類 上場株式数 単元株式数 

㈱メイホーホールディングス 株式 普通株式 
株 

1,500,000 

 

株 

100 

 

(注) 上場株式数は、公募 300,000株を含む。 

 

公募・売出しの要領 

公募・売出しの別 株式数 申込期間 払込日 受渡日 備   考 

 

公  募 

売出し (注)1 

ｵｰﾊﾞｰｱﾛｯﾄﾒﾝﾄによ

る売出し (注)3 

株 

300,000 

104,000 

上限 60,600 

 

2021.5.26

～ 

2021.5.31 

 

2021.6.1 

 

2021.6.2 

 

予定されている引受金

融商品取引業者及び引

受株数は(注)2 のとお

りである。 

公開価格の決定方法 
(ブック・ビルディング方式) 

(1) 仮条件決定日 2021.5.17 
(2) 需要調査期間 2021.5.18～2021.5.24 
(3) 公開価格決定日 2021.5.25 

（注）１．売出放出元 河合 清明 52,000株、藤原 巧 52,000株 

２．東海東京証券㈱ 363,700株、野村證券㈱ 12,100株、ＳＭＢＣ日興証券㈱ 8,100株、㈱ＳＢＩ証券 

8,100株、岡三証券㈱ 4,000株、安藤証券㈱ 4,000株、水戸証券㈱ 4,000株 

３．上記のオーバーアロットメントによる売出しは、公募・売出しの需要状況を勘案し、東海東京証券

㈱が同社株主から借入れる予定の同社普通株式について追加的に行うものである。また、上記売

出しに関連して、同社は東海東京証券㈱を割当先とし、2021年６月24日を払込期日とする同社普
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通株式60,600株の第三者割当増資の決議を行っている。 

既 上 場 取 引 所  なし（東京証券取引所マザーズに同時上場予定） 

 

Ⅰ．会 社 の 概 要 

１．役員の状況 

(1) 代表者の略歴 

役 職 名 
氏   名 

（生年月日） 
略     歴 

代表取締役 

社 長 
尾
お

松
まつ

 豪
ひで

紀
とし

 

(1963年11月４日生) 

1986年４月 日立造船㈱ 入社 

1992年４月 ㈱メイホーエンジニアリング 入社 

1998年７月 ㈱メイホーエンジニアリング 取締役 

2001年７月 ㈱メイホーエンジニアリング 代表取締役社長 

2013年４月 一般社団法人岐阜県建設コンサルタンツ協会 監事 

2016年６月 ㈱アルト 代表取締役社長 

2017年２月 ㈱メイホーホールディングス設立 代表取締役社長 

（現任） 

2017年７月 ㈱メイホーエンジニアリング 代表取締役会長 

（現任） 

 ㈱アルト 代表取締役会長（現任） 

2018年４月 岐阜北間税会 副会長（現任） 

2018年７月 一般社団法人マルエイソーシャルサポート 理事 

（現任） 

(2) その他の役員の役職・氏名 

（ 取 締 役 ） 
 

大井 昌彦、河合 清明、山本 恭司、小森 薫、東 彰寿､小島 章裕 

野々村 元次（社外） 

（ 監 査 役 ）  石田 康利、浦田 益之（社外）、上田 圭祐（社外） 

 

２．会社の沿革 

年 月 主    な    沿    革 

2017.２ 株式移転により㈱メイホーホールディングスを設立し、持株会社制へ移行 資本金10,000千円 

2017.２ ㈱メイホーエンジニアリングが㈱メイホーアティーボ及び㈱メイホーエクステックを設立 

2017.４ MEIHO APHIVAT CO.,LTD.の設立に資本参加し子会社化 

2017.６ ㈱メイホーエクステックが㈱愛木（建設事業）の全株式を取得 

2017.６ ㈱メイホーエクステックが㈱東組（建設事業）の全株式を取得 

2017.６ ㈱メイホーアティーボが第一防災㈱（人材関連サービス事業）の全株式を取得 

2017.６ ㈱メイホーエンジニアリングより、㈱メイホーアティーボ、㈱メイホーエクステック及び㈱ア

ルトの株式を現物配当により取得し、子会社化 

2017.７ ㈱メイホーエンジニアリングの事業の一部を会社分割により㈱メイホーアティーボに施工管理

事業を、㈱メイホーエクステックに土壌・水質浄化、環境修復事業をそれぞれ移転 

2017.７ ㈱メイホーアティーボが新和工業㈱を、㈱メイホーエクステックが㈱ソイル・テクノスをそれ

ぞれ吸収合併 

2017.８ 資本金を100,000千円に増資 

2017.12 ㈱メイホーエンジニアリングが㈱エイコー技術コンサルタント（建設関連サービス事業）の全

株式を取得 

2018.４ ㈱メイホーエンジニアリングが㈱地域コンサルタント（建設関連サービス事業）の全株式を取

得 
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2018.６ 明峰グループ事業協同組合を当社グループ会社９社で設立 

2018.９ ㈱メイホーエンジニアリングが㈱エスジー技術コンサルタント（建設関連サービス事業）の全

株式を取得 

2020.３ ㈱メイホーエクステックが土壌・水質浄化、環境修復事業から撤退 

2020.５ 明峰グループ事業協同組合を解散 

  

≪同社設立以前における㈱メイホーエンジニアリングの沿革≫ 

年 月 主    な    沿    革 

1981.７ 有限会社メイホーエンジニアリング設立 資本金1,000千円 

土木測量設計業務、施工管理業務開始 

1990.11 資本金を10,000千円に増資し、㈱メイホーエンジニアリングに改組 

1992.２ 測量業者登録 

1993.２ 資本金を27,000千円に増資 

1993.12 建設コンサルタント登録を行い、建設関連サービス事業開始 

1998.12 補償コンサルタント登録 

2001.７ 尾松豪紀が代表取締役社長に就任 

2003.７ ㈱ペネットを設立し、労働者派遣事業（現、人材関連サービス事業）開始 

2005.12 ISO9001を認証取得 

2006.６ 有限会社アスカコンサルタント（建設関連サービス事業）の全株式を取得 

2007.４ 一般労働者派遣事業許可、有料職業紹介事業許可取得 

2007.８ 有限会社アスカコンサルタントの資本金を25,000千円に増資し㈱アスカコンサルタントに改組 

2007.９ 第一コンサルタント㈱（建設関連サービス事業）の全株式を取得 

2008.６ 一般建設業許可を取得し、建設事業を開始 

2008.７ ㈱ペネット及び第一コンサルタント㈱を吸収合併 

2008.９ ㈱ユニバーサル（建設関連サービス事業）の全株式を取得 

2009.６ 資本金を30,000千円に増資 

2010.７ ㈱アスカコンサルタント及び㈱ユニバーサルを吸収合併 

2011.８ カンボジア王国にプノンペン支店を設置 

2014.７ 本社を現在の岐阜市吹上町に移転 

2014.８ 資本金を100,000千円に増資 

2015.４ ㈱ソイルテクノス（建設事業）の全株式を取得 

2015.６ 国土コンサルタント㈱（建設関連サービス事業）の全株式を取得 

2015.８ 国土コンサルタント㈱を吸収合併 

2015.12 ㈱スタッフアドバンス（人材関連サービス事業）の全株式を取得 

2016.６ ㈱オースギ（建設関連サービス事業）の全株式を取得 

2016.６ ㈱アルトの全株式を取得し、介護事業を開始 

2016.８ 新和工業㈱（人材関連サービス事業）の全株式を取得 

2017.２ 株式移転により㈱メイホーホールディングスの完全子会社となる 
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３．最近の発行済株式総数及び資本の額の推移 

年月日 
発行済株式

総数残高 

資 本 金 

残  高 

資本準備 

金 残 高 

新  株 

発行数 

払 込 

金 額 

資 本 

組入額 
備  考 

 

2017.２.１ 

2017.８.１ 

2020.12.２ 

（予定） 

2021.６.２ 

株 

600 

600 

1,200,000 

 

1,500,000 

千円 

10,000 

100,000 

100,000 

 

未定 

千円 

－ 

－ 

－ 

 

未定 

株 

600 

－ 

1,199,400 

 

300,000 

円 

－ 

－ 

－ 

 

未定 

円 

－ 

－ 

－ 

 

未定 

 

単独株式移転により設立 

その他資本剰余金からの振替 

株式分割(１：2,000) 

 

公募 

 （注）発行可能株式総数 4,800,000株（2021年４月28日現在） 

 

 

４．大株主の状況（2020年12月31日現在） 

氏名又は名称 所有株式数 

発行済株式（自己株式を

除く。）の総数に対する

所有株式数の割合 

 

尾松 豪紀 

河合 清明 

藤原 巧 

山本 恭司 

尾松 恵子 

株 

774,000 

208,000 

106,000 

66,000 

46,000 

％ 

 64.50 

17.33 

8.83 

5.50 

3.84 

計 1,200,000 100.00 

 

 

５．株式事務の概要 

(1) 事 業 年 度  毎年７月１日から翌年６月30日まで 

(2) 定 時 株 主 総 会 開 催 日  毎事業年度終了後３か月以内 

(3) 基 準 日  毎年６月30日 

(4) 剰余金の配当の基準日  毎年６月30日、毎年12月31日 

(5) 株 主 名 簿 管 理 人  三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 

 

 

６．その他 

(1) 所 属 市 場  セントレックス 

(2) 事務幹事金融商品取引業者  東海東京証券㈱ 

(3) 監 査 人  有限責任 あずさ監査法人 
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Ⅱ．事業の概要 

１．主要な設備等の状況 （2021年４月28日現在） 

本 社  本社（岐阜県岐阜市） 

連 結 子 会 社 

 

・建設関連サービス事業（５社） 

㈱メイホーエンジニアリング（岐阜県岐阜市）、㈱オースギ（滋賀県彦根市）、 

㈱エイコー技術コンサルタント（福井県敦賀市）、㈱地域コンサルタント（岐阜県

恵那市）、㈱エスジー技術コンサルタント（佐賀県佐賀市） 

・人材関連サービス事業（４社） 

㈱メイホーアティーボ（東京都千代田区）、第一防災㈱（岐阜県岐阜市）、 

㈱スタッフアドバンス（福島県二本松市）、MEIHO APHIVAT CO.,LTD.（カンボジア

王国プノンペン市） 

・建設事業（３社） 

㈱メイホーエクステック（岐阜県岐阜市）、㈱東組（三重県尾鷲市）、 

㈱愛木（愛知県日進市） 

・介護事業（１社） 

㈱アルト（岐阜県岐阜市） 

 

２．販売実績（連結）（2020年６月期） 

セグメント名称 金 額 前期比 構成比 

 百万円 ％ ％ 

建設関連サービス事業 2,570 102.7 49.1 

人材関連サービス事業 991 103.5 18.9 

建設事業 1,108 161.8 21.2 

介護事業 565 103.4 10.8 

合 計 5,234 111.6 100.0 

 

３．従 業 員 の 状 況  （2021年３月31日現在） 

(1) 連結会社  378名（別に、臨時従業員383人（平均臨時従業員数）） 

(2) 新規上場会社  26名（別に、臨時従業員  4人（平均臨時従業員数）） 

     

４．最近の業績等の推移 

（連結） 

期 別 売上高 営業利益 経常利益 
親会社株主に帰属する 

当期純利益 
純資産額 総資産額 

 

2019.６期 

2020.６期 

百万円 

4,691 

5,234 

百万円 

232 

286 

百万円 

263 

 323 

百万円 

127 

 210 

百万円 

518 

728 

百万円 

2,274 

2,484 

（予 想） 

2021.６期 

 

5,292 

 

331 

 

369 

 

255 

 

－ 

 

－ 

(注) 予想数値は、同社発表資料による（以下同じ）。 

  



6 

５．１株当たり数値（連結） 

種類 

期別 

親会社株主に帰属する当期純利益 
純資産額 

配 当 金 

（中 間） 期中平均発行済株式数 潜在株式調整後 

 円 円 円 円 

2019.６期 105.54 － 431.78 0.00（0.00） 

2020.６期 175.25 － 607.03 0.00（0.00） 

（予  想） 

2021.６期 
208.36 － － 0.00（0.00） 

(注) １．１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数１株当たりの数値である。なお、2021年６月期

の予想数値は、公募株式数を含めた期中平均発行済株式数を基に算出し、オーバーアロットメン

トによる売出しに関連する第三者割当増資分（最大 60,600株）は含まれていない。 

２．１株当たり純資産額は、期末発行済株式数１株当たりの数値である。 

３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権は存在するが、非上場であり、期

中平均株価が把握できないため記載していない。 

４．同社は、2020年12月２日付で普通株式１株につき2,000株の株式分割を行っており、2019年６月

期期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益及び純資産額を算出してい

る。 

１．『新規上場会社概要』は、当取引所が新規上場会社を紹介するための資料であり、投資勧誘を目

的に作成されたものではありません。 

２．新規上場会社の「上場申請のための有価証券報告書」等を当取引所総務グループにおいて縦覧に

供しております。 

＜内容等に関するお問い合わせ先＞ 

株式会社名古屋証券取引所 自主規制グループ 上場監理担当 

ＴＥＬ ０５２－２６２－３１７４ 

ＦＡＸ ０５２－２６４－４７０２ 


